
２ ドイツ 

 

（１） 商標法の動向等 
1) ドイツでは、1996 年 3 月 20 日からマドリッド協定議定書が発効している。なお、

ドイツはマドリッド協定の加盟国でもあり、マドリッド協定は、1922 年 12 月 1 日

に発効している。 

2) 現行ドイツ商標法（以下「商標法」という。）は、1995 年 1 月 1 日に施行され、最

新の改正は 2010 年である。商標規則は、2004 年 5 月 11 日制定の規則が有効である。

国際登録については、商標法「第 5 部 標章の国際登録に関するマドリッド協定

及びマドリッド協定に関する議定書に基づく商標の保護；共同体商標」及び商標

規則「第 5 部 国際登録」に定められている。商標規則は日本国特許庁ホームペー

ジ64（日本語）及び世界知的所有権機構（WIPO）ホームページ65（英語）で閲覧可

能である。商標法は、日本国特許庁ホームページ（日本語）で閲覧可能であるが、

1999 年商標法であり、最新の 2010 年商標法は、世界知的所有権機構（WIPO）ホー

ムページで閲覧可能であるが、ドイツ語のみである。1999 年商標法と 2010 年商標

法では、異議申立人の範囲等に変更がある66。 

 

（２） 商標の定義 
1) 「商標」として保護することができるのは、色彩及び色彩の組み合わせを含むあら

ゆる標識、特に個人名を含む語、図案、文字、数字、音響標識、商品若しくはその

包装その他梱包の形状を含む立体形状であって、ある事業に係る商品又は役務を他

の事業に係る商品又は役務から識別することができるものである（商標法 3 条）。匂

い、味覚も識別性があれば保護対象となるが、視覚により表現可能な場合に限られ

る67（商標法 8 条 1 項）。 

                                                  
64 特許庁ホームページ→法律・条約→外国産業財産権制度情報→ドイツ→商標規則
http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm 
65 WIPOホームページ→RESOURCES→WIPO LEX → Germany → Regulation on the 
Execution of the Trademark Law (Trademark Regulations) (DE129)→Available 
Text(English) http://www.wipo.int/wipolex/en/text.jsp?file_id=238796 Word形式を選択すれ

ば自動翻訳の利用が可能であるが、翻訳は十分に利用可能であるとは言い難い。 

66 2009 年商標法（2010 年商標法と同じ）の絶対的拒絶理由及び相対的拒絶理由と異議申

立て手続に関しては、ドイツ特許商標庁が発行した暫定的拒絶の通報に英語で記載されて

いる。 

67 特許庁ホームページ→法律・条約→外国産業財産権制度情報→世界の産業財産権制度

および産業財産権侵害対策概要ミニガイド→ドイツ→制度 23 ページ
http://iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/pdf2/Germany.html 
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2) なお、取引において標識を使用することにより、その標識が関係取引業界において

商標としての二次的意義を獲得している場合、又は、ドイツにおいて産業財産の保

護に関するパリ条約第 6 条の 2 にいう商標として広く認識されている場合には、登

録を受けなくとも商標として保護される（商標法 4 条 2 号、3 号）。 

3) また、会社の象徴及び著作物の標題は、商標としてではなく、取引上の表示として

保護される（商標法 5 条 1 項）。会社の象徴とは、名称、会社名、営業施設又は事業

の特別な名称として取引上使用される標識をいう。ある営業を他のものから識別す

ることを意図された営業の象徴及びその他の標識であって、関係取引業界において

営業施設の識別標識とみなされているものは、営業施設の特別な名称に該当する（商

標法 5 条 2 項）。著作物の標題とは、印刷物、映画作品、音楽作品、演劇又はその他

これらに相当する作品の名称又は特別な表示をいう（商標法 5 条 3 項）。なお、会社

の象徴として使用されている標識を、事業所等ではなく、商品又は役務に使用する

商標として登録することは、登録要件が満たされれば可能であると考えられるが、

取引上の表示としての保護範囲と指定商品又は役務に関する登録商標とでは、保護

範囲は異なる（「（１１）権利行使 ②2」）参照）。 

4) 「団体商標」として保護されるのは、「商標」として保護することができるすべて

の標識であって、団体標章の所有者の構成員の商品又は役務を、生産者若しくは原

産地、種類、品質又はその他の特性に従って、他の事業者のそれから識別すること

ができるものである（商標法 97 条）。 

  5)  なお、欧州共同体商標意匠庁において登録されている共同体商標もドイツ国内で保

護される（欧州共同体商標規則 No.207/2009 9 条他）。 

 

（３） 方式要件 
商標法の規定は、該当する限り、その保護がドイツの領域に拡張されるマドリッド

協定に基づく標章の国際登録（商標法 107 条）及びマドリッド協定議定書に基づく標

章の国際登録（商標法 119 条）に準用される。 

   したがって、国際登録出願の領域指定についての特別の規定は設けられていないが、

出願書類（MM2）の記入に関する留意点については、以下のとおりである。 

 

出願書類（MM2）の記載 

(1)出願人 

出願人が会社である場合は、商業登記簿に登記されている会社名を記載する。法

律上の会社組織の名称の略称も認められる。出願人が、ドイツ国外に住所を有する

場合には、都市名に加え国名（更に、該当する場合には、地区、郡又は州）も記載

しなければならない（商標規則5条2項、3項、5項）。 

  出願人（MM2）「APPLICANT」欄の(f)の任意記載項目の記載は要求されていない
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ので、必須記載項目(a)～(e)に記載すればよいと考えられる。 

(2)マーク 

国内出願では、文字標章、図形標章、立体標章、音響標章等であることを表示し

なければならない（商標規則 6 条）。国際登録出願においても、立体標章、音響標

章等該当項目を表示できるものについては、表示すべきである（MM2「9 

MISCELLANEOUS INDICATIONS (d)」参照）。 

日本からの出願はできないが、音響商標については通常の楽譜で表示する（商標

規則11条2項）。 

(3)標準文字制度 

文字商標の商標見本は、ドイツ特許商標庁で通常使用されている文字を普通に使

用される書体で作成しなければならない（商標規則 7 条）。 

  なお、日本語の漢字・片仮名・平仮名のマークについては、図形商標とみなされ

ると考えられる。日本語のみからなる商標であるという事由では暫定拒絶とはなら

ない68が他方、読みの音についての保護を求める場合には、別に文字商標の出願をす

ることが望ましいと考えられる。 

(4)色彩に係る主張 

  図形商標、立体商標等について、色彩の主張をする場合には、色彩を特定しなけ

ればならない（商標規則 8 条 1 項）。 

(5)標章音訳 

  特段の規定はない。ただし、ラテン文字以外の文字からなる商標についてはマド

リッド共通規則69に従って必ずMM2 の第 9（a）欄に記載しなければならない。 

(6)標章の翻訳 

  特段の規定はない。日本語からなる商標について翻訳を記載していなくても暫定

拒絶は出ていない70。 

(7)商標が意味を持たない造語を含む場合 

  特段の規定はない。 

(8)立体商標 

立体標章の商標見本は、陽画の写真又は輪郭を図示する図面を使用する（商標規

則 9 条 2 項、3 項）。 

(9)団体商標 

団体商標である旨の宣言書の提出（商標規則 4 条）及び当該標章の使用を規律す

る定款の添付（商標法 102 条）が要求される。国際登録出願の場合の定款の提出に

                                                  
68 国際登録番号 1005262「千代むすび」データベース ROMARIN の書誌画面では No verbal 
element found と表示される。ドイツでは、暫定的拒絶の通報が発行されることなく登録さ

れている。 
69 第 9 規則(4)(a)(xii) 
70 注 5 と同じ。なお、国際登録番号 1004763「小左衛門」には、翻訳が付されている。 
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ついての明文の規定はないが、国際事務局から暫定的拒絶の通報が発送された日か

ら 4 カ月以内に直接ドイツ特許商標庁に提出することとされている（商標規則 46

条 1 項）71。 

(10)標章の記述(説明) 

出願には商標についての説明を含めることができる（商標規則 6 項）。ただし、

マドリッド共通規則72では、基礎の商標出願又は登録に記載がある場合に、同一の

記述（説明）が記載できるのみである。 

(11)標章の称呼 

  特段の規定はない。 

(12)ディスクレーム制度 

  特段の規定はない。 

(13)商品及び役務 

ニース分類のすべての類の表題（headings）を受け付ける。ただし、7 類の「機械

machines」、第 8 類の「器具implements」、37 類の「修理repair」等は十分に明確で

はないので具体的に記載することが必要である73。 

(14)使用の意志の宣言 

  不要である74。 

(15)その他 

パリ条約に基づく優先権を主張する場合は、出願日から 2 月以内に先の出願の日

付及び国を示さなければならない。ただし、国際登録については、議定書 4 条 2 項75

                                                  
71 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Germany→Miscellaneous  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/de.html?part=misc 
72 第 9 規則(4)(xi) 

73 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Germany→Miscellaneous  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/de.html?part=misc 
74 同上。 
75 議定書 4 条 2 項「すべての国際登録について、その名義人は、工業所有権の保護に関す

るパリ条約第 4 条Ｄに定める手続に従うことを要することなく、同条に定める優先権を有

する。」 
パリ条約第 4 条 D 

「(1) 最初の出願に基づいて優先権を主張しようとする者は，その出願の日付及びその出願

がされた同盟国の国名を明示した申立てをしなければならない。各同盟国は，遅くともい

つまでにその申立てをしなければならないかを定める。 
(2) (1)の日付及び国名は，権限のある官庁が発行する刊行物(特に特許及びその明細書に関
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に基づき、提出は不要と考えられるので、国際出願MM2「6 PRIORITY CLAIMED」

の記載でよいと考えられる。 

 

                                                                                                                                                  
するもの)に掲載する。 
(3) 同盟国は，優先権の申立てをする者に対し，最初の出願に係る出願書類(明細書，図面

等を含む)の謄本の提出を要求することができる。最初の出願を受理した主管庁が認証した

謄本は，いかなる公証をも必要とせず，また，いかなる場合にも，後の出願の日から 3 箇

月の期間内においてはいつでも，無料で提出することができる。その謄本には，その主管

庁が交付する出願の日付を証明する書面及び訳文を添付するよう要求することができる。 
(4) 出願の際には，優先権の申立てについて他の手続を要求することができない。各同盟国

は，この条に定める手続がされなかった場合の効果を定める。ただし，その効果は，優先

権の喪失を限度とする。 
(5) 出願の後においては，他の証拠書類を要求することができる。 
最初の出願に基づいて優先権を主張する者は，その最初の出願の番号を明示するものとし，

その番号は，(2)に定める方法で公表される。 
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（４） 審査 
 ① 実体審査の概略 

   実体審査の概略の流れは次のとおりである。 

 

【ドイツ特許商標庁】

共通規則18規則の3(4)/19規則(1)

処分の確定処分確定通知処分確定通知

応答 異議決定

特許裁判所への
抗告

特許裁判所の
判断

異議申立期間は
国際公告日の翌月
1日から3ヶ月以内

【出願人】 【国際事務局(WIPO)】

不服申立てに
ついての決定

異議申立て異議手続
暫定的拒絶の

通報

領域指定の通知日
から1年以内

連邦司法裁判所への
法律抗告

連邦司法裁判所
の判断

領域指定通知の
受領

暫定的拒絶の
通報

暫定的拒絶の
通報

絶対的拒絶理由
の審査

保護拒絶（全部）
の確定声明

保護拒絶（全部）
の確定

保護拒絶（全部）
の確定声明

不服申立て

国際登録出願
（事後指定）

国際登録・公告

国際登録の領域
指定の通知

応答

領域指定の通知日
から1年以内

保護（一部又は
全部）の確定

保護（一部又は
全部）認容声明

保護（一部又は
全部）認容声明

暫定的拒絶の
通報

異
議
申
立
無
し

 
 

1) 商標法の規定は、該当する限り、その保護がドイツの領域に拡張されるマドリッド

協定に基づく標章の国際登録（商標法 107 条）及びマドリッド協定議定書に基づく

 43



標章の国際登録（商標法 119 条）に準用される76。 

(a) 国際登録の領域指定は、国際登録日（事後指定の場合は、事後指定の日）に、

ドイツ特許商標庁に備える登録簿への当該標章の登録出願がなされており、かつ、

その標章の同登録簿への登録がされていたと同一の効力を有するものとする（商

標法 112 条 1 項、124 条）。ただし、当該効力は、標章の国際登録が商標法第 113

条から第 115 条までの規定に基づき保護を拒絶された場合は、生じなかったもの

とみなされる（商標法 112 条 2 項、124 条）。 

(b) 審査官は、国際登録の領域指定があった場合には、商標法 37 条の規定に基づく

絶対的拒絶理由について審査する（商標法 113 条 1 項、124 条）。 

(c) また、国際事務局が、国際登録の領域指定にかかる国際登録の公告を公報に掲

載した月の翌月の 1 日から 3 ヵ月以内に、類似商標等の登録を受けている商標権

者等は、当該国際登録の領域指定の保護について、異議申立てをすることができ

る（商標法 114 条、42 条 1 項、124 条）。ドイツ国内での出願公告又は登録公告は

行われない。 

(d) 審査官が国際登録の領域指定に絶対的拒絶理由があると判断したとき、又は異

議申立てがあった場合には、暫定的拒絶の通報が国際事務局に送付される（マド

リッド協定議定書 5 条(1)）。当該通報は、国際事務局から、国際登録の名義人に通

知される（マドリッド協定議定書 5 条(3)）。 

(e) 国際登録の領域指定を通知した日から 1 年以内に暫定的拒絶の通報が送付され

                                                  
76 国内出願の場合の審査手続の概略は次のとおりである。 

(i) 審査 

特許庁は、商標出願が、出願要件を満たしているか、手数料が納付されているか、

等の方式要件について審査する（商標法 36 条）。商標出願が受理された場合、特許庁

は絶対的拒絶理由の有無について審査する（商標法 37 条）。方式審査及び絶対的拒絶

理由の審査は、追加料金の支払い及び出願人の請求がある場合は、早期に行われる（商

標法 38 条）。 

 (ii) 登録 

絶対的拒絶理由がないと判断された場合には、当該商標出願に係る商標は登録簿に

登録され、公告される（商標法 41 条）。 

 (iii) 異議申立て 

商標の登録の公告日から 3 月以内に、先の商標の所有者は、その商標の登録に対し

異議の申立をすることができる（商標法 42 条）。異議申立てがあると、特許庁は、異

議申立てにかかる相対的拒絶理由の有無を審査し、異議申立てに理由がある場合には、

商標登録を取り消す。（商標法 43 条 2 項） 
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なかった場合には、当該国際登録の領域指定は、ドイツにおいて保護されるとみ

なされる（マドリッド協定議定書 5 条(5)）。当該期間内において、審査官の審査が

絶対的拒絶理由を発見することなく終了し、異議申立てがないまま異議申立期間

が経過したときは、速やかに、国際事務局に、当該国際登録の領域指定に保護が

与えられる旨の通知が送付される（共通規則 18 規則の 3(1)）。当該通知は、国際

事務局から、国際登録の名義人に通知される（共通規則 18 規則の 3(5)）。 

(f) 暫定的拒絶の通報に対してドイツ特許商標庁に応答するためには、国際事務局に

よる暫定的拒絶の通報の発送の日から 4 カ月以内に現地代理人を選任しなければ

ならない（商標規則 46 条 1 項）。国際登録の名義人が当該期間内に現地代理人を

選任しない場合には、最終的拒絶の通知等の更なる通知をすることなく、拒絶は

最終となる（商標規則 46 条 2 項）。ただし、その後 1 カ月以内に不服申立てが可

能である（商標規則 46 条 2 項）。現地代理人は、ドイツの弁護士若しくは弁理士

又は欧州連合若しくは欧州経済領域（EEA）加盟国の国籍を有する弁護士若しく

は弁理士でなければならない。ただし、後者の場合には、ドイツ国内に居住する

弁護士又は弁理士を書類等の送達を受領する者として指名しなければならない。

次のウェブサイトで代理人の検索ができる77。 

http://www.patentanwaltskammer.de/index.html 

(g) ドイツ特許商標庁に対する手続の結果、国際登録の領域指定の全部又は一部の

保護が確定し、又は全部の保護の拒絶が確定した場合には、ドイツ特許商標庁は、

その旨国際事務局に通知する（共通規則 18 規則の 3(2)、(3)）。当該通知は、国際

事務局から、国際登録の名義人に通知される（共通規則 18 規則の 3(5)）。 

 

 ② 審査内容 

ドイツ特許商標庁は、絶対的拒絶理由についてのみ審査を行う（商標法 113 条 1 項、

124 条）。ただし、周知商標については同一又は類似でないことの審査を行う（商標法

37 条 1 項、10 条）。その他の相対的拒絶理由については、異議申立てがあった場合に

のみ審査する（商標法 114 条、42 条 1 項、124 条）。   

 

 ③ 暫定的拒絶通報の期間 

   ドイツ特許商標庁は、国際登録の領域指定の通知の日から 1 年以内に国際事務局に

暫定的拒絶の通報を送付する（マドリッド協定議定書 5 条(2)(a)）。 

                                                  
77 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Germany→Miscellaneous 
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/de.html?part=misc 
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ドイツは、暫定的拒絶の通報の期間について、国際登録の領域指定を通知した日か

ら 18 ヶ月以内に延長するマドリッド協定議定書 5 条(2)(b)及び当該期間経過後に異議

申立ての可能性がある場合にはその旨通知することができる同 5 条(2)(c)の宣言は、い

ずれも行っていない。 

 

 ④ 絶対的拒絶理由の内容 

絶対的拒絶理由の審査では、商標保護の対象である標識であること（商標法 3 条）、

商標法 8 条に規定する絶対的拒絶理由に該当しないこと、及び周知商標と同一又は類

似の商標として登録適格を有しないものでないこと（商標法 10 条）について審査する

（商標法 37 条 1 項）。 

   

1) 絶対的拒絶理由（商標法 8 条） 

次のいずれかに該当するものは登録されない。 

(a) 商標として保護を受けることのできる標識であっても、視覚により認識できる

ように表現することができないもの（同 1 項）。 

(b) 商品又は役務についての識別性を有していない商標（同 2 項 1 号）。 

(c) 商品若しくは役務の種類、品質、数量、用途、価格、原産地、生産若しくは提

供の時期又はその他の特徴を示すために取引上使用されることがある標識又は表

示のみをもって構成された商標（同 2 項 2 号）。 

(d) 指定する商品又は役務について、通用語において又は誠実なかつ確立した商慣

習において常用されるようになっている標識又は表示のみをもって構成された商

標（同 2 項 3 号）。 

(e) 特に、商品若しくは役務の種類、品質又は原産地について、公衆を欺くような

ものである商標（同 2 項 4 号）。 ただし、欺瞞の虞が明白な場合にのみ拒絶され

るものとする。（商標法 37 条 3 項）。 

(f) 公の秩序又は一般に容認された道徳原理に反する商標（商標法８条 2 項 5 号）。 

(g) 国の紋章、旗章、若しくはその他の記章、又は国内の地方、地域団体若しくは

その他の共同体的団体の紋章又はこれらの摸倣を含む商標。（同 2 項 6 号、4 項）

これらの標識の 1 つを商標中に含ませる権利を有する場合を除く（同 4 項）。 

(h) 連邦法律官報(Bundesgesetzblatt)における連邦法務省の告示により商標として

有効に登録することができない監督用及び証明用の公の標識及び印章又はこれら

の摸倣を含む商標（同 2 項 7 号、4 項）。これらの標識の 1 つを商標中に含ませる

権利を有する場合を除く（同 4 項）。ただし、商標の登録出願に係る商品又は役務

が監督用又は証明用の標識又は印章の採用されている商品又は役務と同一でなく

類似もしない場合は、この限りでない（同 4 項 3 文）。 

(j) 連邦法律官報における連邦法務省の告示により商標として有効に登録すること
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ができない国際政府間機関の紋章、旗章若しくはその他の標識、印章又は表示又

はこれらの摸倣を含む商標（同 2 項 8 号、4 項）これらの標識の 1 つを商標中に含

ませる権利を有する場合を除く（同 4 項）。ただし、出願に係る商標が、それと国

際政府間機関と間に関係があるものと公衆に偽って示唆するようなものでない場

合は、この限りでない（同 4 項 4 文）。 

(j) 公益に関するその他の規定によりその使用を禁止し得ることが明白である商標

（同 2 項 9 号）。 

(k) 不正の目的（bad faith）をもって出願された商標（同 2 項 10 号）。 

 

ただし、上記(b)、(c)または(d)に該当しても登録に関する決定がなされる前に使用さ

れていたことの結果として、商標の出願に係る商品又は役務についてその商標自体が

識別標識として関係取引業界において確立している場合は、この限りでない（商標法 8

条 3 項）。 

 

  2) 周知商標 

国際登録の領域指定にかかる商標が、パリ条約第 6 条の 2 に規定する意味でドイツ

において周知の先の商標（著名商標）と同一又は類似のものである場合において、先

の商標の著名性が特許庁に知られており、 

(a)登録に係る商品又は役務が同一であるか、又は 

(b)同一性若しくは類似性を有し、他の商標との関連性を想起させる虞を含め、公衆

の側に混同を生じさせる虞がある場合には、その商標は登録されない（商標法 37

条 1 項、4 項、10 条）。 

 
  3) 団体商標 

通常の商標の絶対的拒絶理由に加えて、団体標章の登録要件（商標法 97 条、98 条及

び 102 条）、標章の使用を規律する定款の定めが要件を満たしていない場合、及びその

標章の使用を規律する定款が公の秩序若しくは容認された道徳原理に反するものであ

る場合にも拒絶される（商標法 103 条）。 

 

 ⑤ 相対的拒絶理由の内容 

1) 相対的拒絶理由に該当する場合には、商標登録を取り消すことができる（商標法 9

条他）。国際登録の領域指定については、国際登録日（事後指定の場合は、事後指定

の日）に遡って保護が拒絶される（商標法 112 条 1 項、124 条）。 

ドイツ特許商標庁は、相対的拒絶理由の審査を異議申立てがあった場合にのみ行

う。なお、相対的取消理由による商標登録又は国際登録の領域指定の保護の取消し

は、異議手続による他、無効訴訟によっても争うことができる（商標法 51 条）。氏
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名権、著作権等に基づく取消請求は、異議申立ては認められていないので、無効訴

訟でのみ争うことができる（商標法 42 条 2 項）。 

   

2) 先行商標登録出願又は登録（商標法 9 条） 

次の場合には、国際登録の領域指定の保護は拒絶される。 

なお、先行商標登録出願は、それらが登録された場合にのみ、取消理由を構成す

る（商標法 9 条 2 項）。 

また、先に出願又は登録された共同体商標は、本法に基づき先に出願又は登録さ

れた商標と同等の地位におかれるものとする。ただし、その適用においては(c)の「ド

イツにおける名声」は、共同体商標規則第 9 条(1)(c)に基づく「共同体における名声」

と読み替えられるものとする（商標法 125b 条(1)）。 

(a) 国際登録の領域指定にかかる商標が先行登録（出願）の商標と同一であって、

指定商品又は役務が先行登録の指定商品又は役務と同一である場合 

(b) 国際登録の領域指定にかかる商標が先行登録（出願）の商標と同一性又は類似

性を有し、かつ、両商標の指定商品又は役務が同一性又は類似性を有する故に、

他の商標との関連性を想起させる虞を含め、公衆の側に混同を生じさせる虞があ

る場合 

(c) 国際登録の領域指定にかかる商標が、先行登録（出願）の商標と同一又は類似

であるが、先行登録（出願）の指定商品又は役務と類似しない商品又は役務につ

いて登録されている場合において、先の商標がドイツにおいて名声を得ており、

かつ、正当な理由なく当該登録商標を使用することが名声を得ている商標の識別

性又は名声を不正に利用し又は害するものであるとき 

 

3) 周知商標（商標法 10 条） 

国際登録の領域指定にかかる商標が、パリ条約第 6 条の 2 に規定する意味でドイ

ツにおいて周知の先の商標（先行商標）と同一又は類似のものである場合で、上記

2)(a)、(b)又は(c)の要件を満たす場合には、国際登録の領域指定の保護は拒絶される

（商標法 37 条 1 項、4 項、10 条）。 

ただし、出願人が周知の商標の所有者から出願の許可を得ている場合は、適用さ

れない（商標法 10 条 2 項）。所有者の許可の確認の方法については記載されていな

いので、暫定的拒絶の通報を受ける前に同意書等を提出できるか否かは不明である。 

 

4) 代理人の名義で登録された商標（商標法 11 条） 

商標がその所有者の許可を得ないで所有者の代理人又は代表者の名義で登録され

た場合には、国際登録の領域指定の保護は拒絶される。 

5) 使用により取得された商標及び取引上の表示（商標法 12 条） 
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国際登録の領域指定の国際登録日（事後指定の場合は、事後指定の日）又は優先日

より前に、使用による商標又は取引上の表示の権利を他の者が取得しており、その

者がかかる権利に基づきドイツの全領域において当該登録商標の使用を差し止める

権限を有するときには、国際登録の領域指定の保護は拒絶される。 

    

  使用による商標権者の差止請求の範囲と取引上の表示の差止請求の範囲は異なる

ことから、これに応じて国際登録の領域指定の拒絶される範囲も異なることになる

（「（１１）権利行使 ②2」参照）。 

 

6) その他の権利（商標法 13 条） 

国際登録の領域指定の国際登録日（事後指定の場合は、事後指定の日）又は優先

日より前に、商標法 9 条から 12 条に定められた商標権及びその他の権利以外の権利

を他の者が取得した場合であって、その者がドイツの全領域において当該登録商標

の使用を差し止める権限を有するときには、国際登録の領域指定の保護は拒絶され

る。ただし、これらの権利に基づく取消請求は、無効訴訟でのみ争うことができる。 

上記の他の権利には、特に、次の権利が含まれる。 

(a) 名称に対する権利 

(b) 個人の肖像権 

(c) 著作権 

(d) 植物の品種名 

(e) 原産地表示 

(f) 他の産業財産 

 

（５）暫定的拒絶通報を受領した場合の国際登録出願名義人の応答手続 
 ① 暫定的拒絶通報の見本と翻訳、内容の説明（使用言語）、全部拒絶/一部拒絶の取扱い 

1) ドイツからの国際登録出願は英語又はフランス語によることとされており、暫定的

拒絶の通報も英語又はフランス語でなされている。出願が英語でなされている場合

は、暫定的拒絶の通報も英語でなされると考えられる。 

 

2) 暫定的拒絶の通報には、全部拒絶と一部拒絶とがある。絶対的拒絶理由についても

（商標法 37 条 5 項）、また異議手続においても（商標法 43 条 2 項）、指定商品及び

役務の一部についての登録拒絶又は取消しが認められている。 

 

  3) 暫定的拒絶の通報の例は次のとおりである。 

 



 

商標の国際登録に関するマ

ドリッド議定書の表示 
 

 
拒絶通知：議定書第 5 条に基

づき、WIPO に通知 
 

 
拒絶を発する機関の表記：

ドイツ特許商標庁 
電話番号、FAX 番号記載 

拒絶への応答 
①期限：WIPO が拒絶通知を

発出した日から 4 ヶ月以内 
②応答者は、ドイツ、又は在

EU 加盟国、又は EEA 締約

国在住の代理人 
③期限内の応答がなければ、

自動的に最終拒絶となる。 
④期限後 1 カ月以内に、150
ユーロを添えて不服申立て

を申請することができる。 

国際登録出願の名義人の名

称及び住所 

拒絶の宣言された日 

国際登録番号、基礎となる商

標の国内登録番号 

暫定又は最終拒絶の表記（詳

細は、Ⅷ参照） 

拒絶理由の基礎となるドイ

ツ商標法条文（Ⅹ参照） 

拒絶理由：詳細はⅩ参照 

拒絶となる商品/役務の記載 
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拒絶理由として適用される

国内法の名称と日付  
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拒絶理由（ⅴ）の補足説明：

①国際登録番号 
②拒絶理由と条文の記載 
 
注意事項： 
 最初の 4 ヶ月の期限内に

代理人が選任されなかった

場合には、暫定的拒絶の通報

が最終的拒絶となった後に

おいては、選任されなかった

こと自体が拒絶の理由とな

る。 

拒絶通報の官庁の公印また

はサイン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
付属書： 
①拒絶根拠となる商標の詳細 
②拒絶根拠となる商標の、関連商品/
役務と登録番号を特定するリスト 
③専門代理人リスト 
④商品/役務のリスト 

 

 

 

 

 52



② 暫定的拒絶通報への応答期間 

(a) 暫定的拒絶の通報に対しては、国際事務局による発送の日から4カ月以内に現地代

理人を選任して応答しなければならない（商標規則46条(1)）。国際登録の名義人が当

該期間内に現地代理人を選任して応答しない場合には、最終的処分の通知等の更な

る通知をすることなく、拒絶は最終となる（同上）。拒絶が最終となった後におい

ては、現地代理人を選任しなかったこと自体が拒絶理由となる78。暫定的拒絶の通報

が国際登録の領域指定の保護の一部拒絶にかかるものである場合には当該一部の保

護のみが拒絶され、それ以外の部分は保護される（商標法50条4項）。 

なお、国際登録の領域指定の保護の全部又は一部の拒絶が最終となった場合は、

その後更に1月以内に、ドイツ特許商標庁に対して不服申立てをすることができる。 

これらについては、暫定的拒絶の通報に記載される（商標規則46条2項）。 

 

(b) ドイツにおける代理人を選任した場合には、国際登録の名義人は、代理人を通じ

て、意見書（Objection）を提出することができるほか、いつでも、国際登録の領域

指定にかかる商標の登録に係る商品又は役務の一部又は全部について取下げを請求

することができ（商標法39条1項、48条）、また、用語若しくは印字上の誤り、又は

その他の明白な誤謬を訂正することができる（商標法39条2項、45条）。 

 

③ 現地代理人の必要性の有無 

(a) ドイツ国内に住所も居所も有さず営業所も有していない者は、ドイツ特許商標庁

並びに特許裁判所及び標識に関する民事訴訟手続における代理を認められている弁

理士又は弁護士を代理人として指名した場合にのみ、商標法に基づく特許庁又は特

許裁判所における手続に参加し、商標により与えられた権利を主張することができ、

また、刑事事件の告発をすることができる（商標法 96 条 1 項）。 

(b) 欧州連合又はEEA締約国の国民も、それぞれ 2000 年 3 月 9 日のドイツにおける

欧州弁護士の専門的活動に関する法（the Law on the Professional Activities of 

European Lawyers in Germany of 9 March, 2000）第 1 条の付表又は 1990 年 7 月 6

日の弁理士登録のための資格試験に関する法（the Law on the Qualifying Examination 

for Gaining Admission to the Profession of Patent Attorney of 6 July, 1990）第 1 条の

付表に記載された専門職の名称で専門的活動を行うことが認められていれば、EC設

立条約に定めるサービスの提供の範囲内において、ドイツにおける代理人として指

名することができる（商標法 96 条 2 項）ただし、ドイツ特許商標庁からの書類の送

達の受領者として、ドイツの弁護士又は弁理士を指定しなければならない79。 

                                                  
78 暫定的拒絶の通報の注意書き 

79 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 

 53



(c) ドイツにおける代理人の解任は、当該代理人の解任後、新たな代理人の指名が、

ドイツ特許商標庁又は特許裁判所に通知されて初めて有効となる（商標法 96 条 4

項）。 

(d) 代理人が自己の営業施設を有する場所は、国際登録の名義人に対する民事訴訟法

第 23 条にいう裁判管轄が認められるための財産が所在する場所とみなされるもの

とする。如何なる営業施設もない場合は、代理人が自己の住所を有する場所が、ま

た、そのような住所もない場合は、ドイツ特許商標庁の所在する場所がこれにあて

はまる（商標法 96 条 3 項）。 

(e) ドイツ特許商標庁は、代理人のリストは保有していないが、次のアドレスで検索

することができる。http://www.patentanwaltskammer.de/index.html 

  

④ 国際登録出願名義人本人が現地代理人なしでできる手続 

   名義人本人が指定商品・役務の補正手続を行うことができる場合は、その方法、様

式、提出先等 

    

国際登録の名義人本人が直接ドイツ特許商標庁に対して応答することはできない。

名義人が直接国際事務局を通じて手続する場合は、後記⑤(3)参照。 

ドイツ国内に住所も居所も有さず営業所も有していない者は、ドイツ特許商標庁及

び特許裁判所における手続、並びに、標識に関する民事訴訟手続における代理を認め

られている弁理士又は弁護士を代理人として指名した場合にのみ、商標法に基づく特

許庁又は特許裁判所における手続に参加し、商標により与えられた権利を主張するこ

とができ、また、刑事事件の告発をすることができる（商標法 96 条 1 項）。 

 

 ⑤ 暫定的拒絶通報に対しドイツ特許商標庁に直接応答しない場合又は直接応答後も拒

絶理由が解消しない場合の拒絶確定までの概略 

  1) 暫定的拒絶の通報（全部/一部）に応答しない場合 

国際事務局が暫定的拒絶の通報を国際登録の名義人に発送した日から 4 ヵ月以

内に、ドイツにおける代理人を選任（商標規則 46 条(1)）して、対応しない場合に

は、更なる通知をすることなく、拒絶は最終となる80。拒絶が最終となった後にお

                                                                                                                                                  
IP Offices under the Madrid System→Germany→Miscellaneous  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/de.html?part=misc 
80 暫定的拒絶の通報の見本では、表題は「拒絶の通報」であり、当該通報の VI 欄には、当

該通報の種類として「暫定/最終拒絶 VIII 欄参照」とある。また、VIII 欄には、「応答期間

内は拒絶は暫定である。4 カ月の応答期間内に拒絶に応答しないときは、更なる通知を要す

ることなく、暫定は最終になる。」と記載されている。なお、国際登録 979761、978936 等

では、暫定的拒絶の通報発行後 2 年以上経過しているが、その後何らの通知は発行されて

いない。 
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いては、現地代理人を選任しなかったこと自体が拒絶理由となる81。暫定的拒絶の

通報が国際登録の領域指定の保護の一部拒絶にかかるものである場合には当該一

部の保護のみが拒絶され、それ以外の部分は保護される（商標法 50 条 4 項）。 

なお、国際登録の領域指定の保護の全部又は一部の拒絶が最終となった場合は、

その後更に 1 月以内に、ドイツ特許商標庁に対して不服申立てをすることができ

る。このことについては、暫定的拒絶の通報に記載される。（商標規則 46 条 2 項） 

 

  2) 直接応答後も拒絶理由が解消しない場合 

特許庁審査官の決定は、書面により行われ、すべての関係当事者に職権で送達さ

れる（商標法 107 条、61 条 1 項）。国際登録の領域指定については、国際事務局

に、(i) 当該締約国において標章の保護が与えられる商品及び役務を表示した声明、

又は(ii)すべての商品及び役務について当該締約国における標章の保護の拒絶を確

認する旨の声明を送付する（共通規則 18 規則の 3(2)、(3)）。 
 

  3) 暫定的拒絶の通報に直接応答することに代えて国際事務局に商品又は役務の限定

の申請をした場合 

    ドイツにおいては、いつでも、商標の出願又は登録に係る商品又は役務の一部又

は全部について取下げを請求することができ（商標法 39 条 1 項）、また、用語若し

くは印字上の誤り、又はその他の明白な誤謬を訂正することができる（商標法 39 条

2 項）。したがって、国際事務局に商品又は役務の限定の申請をした場合には、商標

の出願に係る商品又は役務の一部又は全部についての取下げとして有効に取り扱わ

れると考えられる。 

ただし、当該修正が国際事務局から通知されるのが暫定的拒絶の通報に対する応

答期間経過後になると国際登録の領域指定の保護の拒絶が確定する可能性があるの

で、当該修正を申請した旨を通知しておくことが望ましいが、現地代理人を通じて

いない場合には、ドイツ特許商標庁が考慮してくれるかどうかは不明である。 

なお、商品又は役務の一部についての暫定的拒絶の通報の場合には、放置しても、

当該一部の商品又は役務についての拒絶が確定するだけである（商標法 50 条 4 項）。 

 

（６） 拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略 
国際登録の領域指定に係る商標は、国際登録日（事後指定の場合は、事後指定の日）

に、ドイツ特許商標庁に備える登録簿への登録がされていたと同一の効力を有するも

のとする（商標法 112 条 1 項、124 条）。ただし、当該効力は、標章の国際登録が商標

法第 113 条から第 115 条までの規定に基づき保護を拒絶された場合は、生じなかった

ものとみなされる（商標法 112 条 2 項、124 条）。 
                                                  
81 暫定的拒絶の通報の注意書き 
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したがって、拒絶理由が解消し、又は拒絶理由がない場合は、別途取消請求等が提

起されない限り、保護が遡及的に拒絶されることがなくなる。 

 

ドイツ特許商標庁は、暫定的拒絶の通報をすることができる期間満了前に特許庁

に対する全ての手続が完了し、特許庁が保護を拒絶する理由がないときは、当該期

間満了前、かつ、できる限り速やかに、その締約国における国際登録の対象となっ

ている標章に保護を与える旨の声明を国際事務局に送付する（マドリッド共通規則

第18規則の3(1)）。 
 暫定的拒絶通報送付後、ドイツ特許商標庁における全ての手続が完了した後に、

国際事務局に次のいずれかを送付する（商標法107条、61条1項、マドリッド共通

規則第18規則の3(2)）。 
(i) 暫定的拒絶は撤回され、当該標章には、保護を求めた全ての商品及び役務について

当該締約国における保護が与えられる旨の声明、 又は、 

(ii) 当該締約国において標章の保護が与えられる商品及び役務を表示した声明 

 

（７） 登録 
 ① 登録簿 

国際登録の領域指定に係る商標は、国際登録日（事後指定の場合は、事後指定の日）

に、ドイツ特許商標庁に備える登録簿への登録がされていたと同一の効力を有するも

のとする（商標法 112 条 1 項、124 条）。ただし、当該効力は、標章の国際登録が商標

法第 113 条から第 115 条までの規定に基づき保護を拒絶された場合は、生じなかった

ものとみなされる（商標法 112 条 2 項、124 条）。 

国際登録の領域指定は、上記のとおり、ドイツ国内登録簿に登録されていたと同一

の効力を有するので、改めてドイツ特許商標庁に登録されることはないと考えられる。 

 

 ② 登録証書の発行 

ドイツ国内登録についても、公告はされるが登録証書の交付についての記載はなく、

国際登録の領域指定について、ドイツ特許商標庁から直接登録証書等が交付されるこ

とはないと考えられる。 

 

（８） 登録後の注意事項 
1) 不使用取消 

(a) 国際登録の領域指定の通知の日から 1 年経過した日（絶対的拒絶理由の審査又

は異議申立て手続が係属中の場合には、ドイツ特許商標庁が国際事務局に全部又

は一部の保護の確定を通知した日）後、5 年間使用していない場合には、取消事由

による請求に基づき、国際登録の領域指定の保護が取り消される（商標法 115 条 1
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項、2 項、商標法 49 条 1 項）。 

(b) 商標所有者は、当該商標を、登録商標の対象である商品又は役務に関してドイ

ツにおいて真に使用していなければならない。ただし、不使用について正当な理

由がある場合は、この限りでない（商標法 26 条 1 項）。所有者の同意を得た商標

の使用は、所有者による使用とみなされるものとする（商標法 26 条 2 項）。 

商標が登録された形態と異なる形態での商標の使用も、その相違する構成部分

が当該商標の識別性を害さない限り、当該登録商標の使用とみなされるものとす

る（商標 26 条 3 項）。商品の輸出目的のためにのみドイツにおいて商品、その梱

包又は包装に商標を付すことも、ドイツ内における商標の使用とみなされるもの

とする（商標法 26 条 4 項）。 

(c)  国際登録の領域指定の通知の日から 1 年経過した日（絶対的拒絶理由の審査又

は異議申立て手続が係属中の場合には、ドイツ特許商標庁が国際事務局に全部又

は一部の保護の確定を通知した日）後 5 年の期間が満了してから抹消請求がされ

るまでの間に商標の使用が開始又は再開された場合は、何人も、商標所有者の権

利が取り消されるべきことを主張することができない（商標法 49 条 1 項）。 

もっとも、不使用の継続した 5 年の期間の満了後であって抹消請求前 3 月以内

に開始又は再開された使用は、その使用の開始又は再開の準備行為が、商標所有

者が抹消請求されるかもしれないことを知って行われた場合は、無視されるもの

とする（同上）。 

(d) 国際登録の領域指定に係る商品又は役務の一部のみについて取消理由がある場

合は、その一部の商品又は役務についてのみ保護が拒絶されるものとする。（商標

法 49 条 3 項） 

 

  2) 取消訴訟 

(a) 国際登録の領域指定が、相対的拒絶理由を有する場合には、無効事由による訴

訟の提起により、保護が拒絶され、又は取り消されるものとする（商標法 51 条 1

項）。 

国際登録の領域指定で保護された商品又は役務の一部についてのみ無効理由が

ある場合は、その商品又は役務についてのみ保護が取り消されるものとする（商

標法 51 条 5 項）。 

訴訟の提起前又は後に、商標の登録に基づく権利が他の者に移転又は譲渡され

た場合は、本案に関する決定は、当該権利の承継人に対しても効力を有し、かつ

実行することができる（商標法 55 条 3 項）。 

 

(b) 下記に該当する場合は、先の商標登録を理由として登録を取り消すことはでき

ない。 
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(i) 先の登録商標（使用により取得された商標、広く認識されている商標、取引上

の表示および植物品種名、共同体商標を含む）の所有者が、後の商標がその登

録に係る商品又は役務について使用されていることを知りながら、その使用を

継続して 5 年間黙認していた場合（後の商標の登録が悪意で出願されたもので

ある場合は、この限りでない。）（商標法 51 条 2 項） 

(ii) 商標登録に対して相対的拒絶理由における優先順位を有する権利の所有者

（共同体商標を含む）が、取消請求の提出前に商標の登録に同意していた場合

（商標法 51 条 2 項） 

(iii) 後の商標登録の優先順位に関係する日に、先の商標又は取引上の表示が商標

法第 9 条 1 項 3 号、第 14 条 2 項 3 号又は第 15 条 3 項の意味での名声を得てい

ない場合（商標法 51 条 3 項） 

(iv) 後の商標の登録の公告日（国際登録の領域指定の場合は国際登録日又は事後

指定日と考えられる）に、先の商標の登録が不使用又は絶対的拒絶理由に基づ

き取り消され得るものであった場合（商標法 51 条 4 項）。 

 

(c) 取消訴訟が先の登録商標の所有者によって提起された場合において、被告が異

議を申し立てたときは、先の登録商標の所有者は訴訟の提起前の 5 年間に先の登

録商標が使用されていることを立証しなければならない。ただし、その先の商標

がその日に 5 年以上登録されている場合に限る。決定においては、使用が立証さ

れた商品又は役務のみが考慮されるものとする。（商標法 55 条 3 項） 

先の登録商標の所有者が国際登録の名義人である場合、先の登録商標の登録の

日は、国際登録の領域指定の通知の日から 1 年経過した日（絶対的拒絶理由の審

査又は異議申立て手続が係属中の場合には、ドイツ特許商標庁が国際事務局に全

部又は一部の保護の確定を通知した日）とする（商標法 116 条 2 項）。 

取消訴訟が先に登録された共同体商標を根拠とする場合は、「先の商標の使用」

は、共同体商標規則第 15 条の規定に基づく「先の共同体商標の使用」と読み替え

られるものとする（商標法 125b 条(5)）。 

訴訟提起前の 5 年間に先の登録商標が使用されているが、訴訟の提起後に原告

の登録商標の不使用の期間が 5 年を超える場合は、原告は、被告が異議を申し立

てたときは、口頭審理の終結前の 5 年間に先の商標が第 26 条の規定に基づき使用

されていることを立証しなければならない。 

後の商標の登録の公告日（国際登録の領域指定の場合は国際登録日又は事後指

定日と考えられる）に、先の商標が 5 年以上の期間登録されていた場合において、

被告が異議を申し立てたときは、原告はまた、その日に、先の商標の登録が不使

用取消訴訟に基づいて取り消されるべきものでなかったことも立証しなければな

らない。 
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（９） 異議 
1) 先の商標又は取引上の表示の所有者は、国際事務局が当該国際登録の領域指定に

かかる国際登録の公告を公報に掲載した月の翌月の 1 日から 3 ヵ月以内に、異議申

立てをすることができる（商標法 114 条、124 条、42 条 1 項）。第三者は、異議申

立てをすることはできない。 

 

2) 異議申立ては、次のいずれかの理由に基づいてのみ、申し立てることができる（商

標法 42 条 2 項）。 

 (a) 先に出願若しくは登録された商標の存在（同 1 号）、 

(b) 先の周知商標の存在（同 2 号）、 

(c) 商標の所有者の同意のない代理人又は代表者による登録（同 3 号）、又は 

(d) 使用により取得された商標及び取引上の表示（同 4 号） 

 

3) 先の登録商標の所有者が異議の申立てをした場合において、相手方当事者が当該

商標の使用を争ったときは、異議申立人は、自己の先の商標登録が異議申立の対象

たる後の商標登録の公告より 5 年間以上前になされている場合には、かかる後の商

標登録の公告前 5 年の期間内に自己の当該登録商標を使用したことを一応の証拠82

によって実証しなければならない（商標法 43 条 1 項）。 

先の登録商標の所有者が国際登録の名義人である場合、先の登録商標の登録の日

は、国際登録の領域指定の通知の日から 1 年経過した日（絶対的拒絶理由の審査又

は異議申立て手続が係属中の場合には、ドイツ特許商標庁が国際事務局に全部又は

一部の保護の確定を通知した日）とする（商標法 116 条 1 項）。 

異議申立てが先に登録された共同体商標を根拠とする場合は、「先の商標の使用」

は、共同体商標規則第 15 条の規定に基づく「先の共同体商標の使用」と読み替えら

れるものとする（商標法 125b 条(4)）。 

不使用の 5 年の期間が登録の公告後に満了する場合は、異議申立てについての決

定の前 5 年間に自己の先の登録商標を第 26 条の規定に基づき使用したことを一応の

証拠によって実証しなければならない（同上）。 

決定においては、一応の証拠によって使用が実証された商品又は役務のみが考慮

されるものとする（同上）。 

 

4) 異議の審査において、国際登録の領域指定に係る商品又は役務の一部又は全部に

ついて保護が取り消されるべきことが明らかになった場合は、その国際登録の領域指

定の保護は全部又は一部について取り消されるものとする（商標法 43 条 2 項）。国

                                                  
82 Prima Facie evidence 反対の証拠が提出されない限り、一定の事実を証明し又は判決の

根拠となるような証拠をいう。”Black’s Law Dictionary” West 2004 
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際登録の領域指定の場合には、その保護の全部又は一部が拒絶されることになる。 

国際登録の領域指定の保護を拒絶し、又は商標の登録を取り消すことができない

場合は、異議の申立は棄却されるものとする（商標法 43 条 2 項）。 

 

5) 異議申立てがあった場合には、暫定的拒絶の通報が国際事務局を通じて、国際登

録の名義人に通知される。国際登録の名義人は、ドイツにおける代理人を選任してド

イツ特許商標庁に対する手続をすることができる。 

  具体的には、先の権利に対する不使用の申立て（商標法 43 条 1 項）、国際登録の

領域指定に係る商品又は役務の全部又は一部の放棄又は限定（商標法 48 条）等であ

る。 

  なお、異議申立人から同意を取得した場合には、その範囲において、国際登録の

領域指定の保護又は商標の登録は取り消されないと考えられる。（商標法 51 条 2 項

末文） 

 

6) 国際登録の領域指定が 2 以上の先の商標のため取り消されるべきである場合は、

商標の登録に関する 1 の決定が確定するまで、それ以上の異議申立てに関する手続

は一時停止することができる。（商標法 43 条 3 項） 

 

7) 国際登録の領域指定の保護の全部又は一部が拒絶された場合、国際登録の領域指

定の保護は当該拒絶された範囲において最初から無効であったものとみなされる（商

標法 43 条 4 項、52 条 2 項）。 

  ただし、国際登録の領域指定の保護が拒絶されても、不法行為や不当利得に該当

する場合を除き、侵害手続において最終決定として是認された決定であって、取消

請求に関する決定前に実行されたもの、又は取消請求に関する決定前に締結された

契約であって、その決定前に履行されたものの効力には影響を及ぼさない（商標法

43 条 4 項、52 条 3 項）。しかしながら、関係する契約に基づき支払われた金額は、

状況により正当とされる範囲内において、公正に返還されることを要求することが

できる（同上）。 

 

（１０） 上訴 
1) 審査官の決定又は異議申立てに対する決定については、原則として、不服申立て

または抗告が可能である（商標法 64 条、65 条）。 

書面による決定には、決定に対して許されている不服申立て又は抗告（以下「抗

告等」という。）、抗告等が提起されるべき当局、抗告等を提起する期限、及び抗告

等の手数料を納付することになっているときは、その手数料の情報を関係当事者に

与える供述を伴うものとする。抗告等の提起期間は、これらの情報を関係当事者が
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書面によって与えられた時からのみ開始するものとする。 

関係当事者にこれらの情報が与えられなかったとき又は不正確な情報が与えられ

たときは、抗告等が許されない旨の書面による情報が与えられている場合を除いて、

かかる当事者は決定の送達の時から 1 年以内にのみ抗告等を提起することができる

（商標法 61 条 2 項）。 

国際登録の領域指定については、暫定的拒絶の通報に、名義人が応答しないこと

により当該暫定的拒絶の通報が最終的拒絶の通報とみなされた後の不服申立てにつ

いての記載があり、不服申立ての期間は、当該暫定的拒絶の通報が、最終的拒絶の

通報とみなされた時に開始する83。 

 

2) 不服申立て 

(a) 上級中間職の行政事務官又はこれに準じる職員によって行われた商標課及び商

標部門の決定に対しては、不服申立てを行うことができる。不服申立ては、当該

決定の送達後 1 月以内にドイツ特許商標庁に提出しなければならない（商標法 64

条 2 項）。不服申し立てには、150 ユーロの手数料が必要であり、資格を有する現

地代理人を通じて行う84。 

  暫定的拒絶の通報が最終的拒絶の通報として確定した場合の、国際登録の名義

人の手続は、この不服申立てに該当する。 

不服申立ては、中止の効果を有するものとする（商標法 64 条 1 項）。したがっ

て、不服申立ての決定がでるまでは、保護の拒絶の効力は生じない。 

(b) 不服申立てに関する決定は、特許庁の構成員によって行われる（商標法 64 条 4

項）。 

係争中の決定をした行政事務官又はこれに準じる職員は、不服申立てに十分な

理由があるものとみなす場合は、その決定を修正する（商標法 64 条 3 項）。ただ

し、不服申立てをした当事者が手続における他の当事者によって異議を申し立て

られている場合には、修正できない（商標法 64 条 3 項）。 

また、抗告が提起された後は、不服申立てに関する決定はもはや行うことがで

きず、不服申立てに関する決定が抗告の提起された後になされた場合は、かかる

決定は不適法なものとみなされる（商標法 64 条 5 項）。 

不服申立てに対する決定は抗告の対象になると考えられる（商標法 66 条 1 項）。 

なお、ドイツ特許商標庁は、その決定について確認できる範囲で、当該締約国

においてその標章が保護される商品及び役務を表示した更なる声明を国際事務局

                                                  
83 暫定的拒絶の通報のサンプル VIII 項「追加の 1 カ月の期限」と記載されており、4 カ月

の応答期間が終了し、拒絶が確定した時から 1 カ月と考えられる。 
84 同上。 
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に送付する85。また、決定により無効とされ、かつ、その無効がもはや抗告の対象

とならない場合には、その旨を国際事務局に通報する86。 

 

3) 抗告 

(a) 商標課及び商標部門の決定は、不服申立てがなされていない限りにおいて、特

許裁判所に対する抗告に服する（商標法 66 条 1 項）。抗告の申立ては、当該決定

の送達後 1 月以内にドイツ特許商標庁に提出しなければならない（商標法 66 条 2

項）。 

抗告は、ドイツ特許商標庁における関係手続の当事者が提起することができる。

抗告は、中止の効果を有するので、保護の拒絶の効力は生じない。 

(b) 不服申立てに関する決定がその申立ての日から 6 月以内に行われず、不服申立

てをした者がこの期間の満了後に決定の請求を行ったにもかかわらず、不服申立

てに関する決定がその請求の受理から 2 月以内に行われないときは、ただちに、

商標課又は商標部門の決定に対する抗告が認められる（商標法 66 条 3 項）。 

異議申立て手続等において、不服申立てをした者に対して、当該手続の他の当

事者が対抗している場合には、決定が 6 月ではなく 10 月以内に行なわれない場合

に、同様の条件で抗告が認められる。手続における他の当事者も不服申立てをし

ている場合には、当該他の当事者は、当該抗告に対し同意し、書面による同意の

宣言を抗告に添付しなければならない。他の当事者が、抗告状の送達後 1 月以内

に、抗告を提起しない場合は、その者がした不服申立ては取り下げられたものと

みなされる（商標法 66 条 3 項）。 

期間の計算においては、手続が中止されている場合又は手続における当事者の 1

人の請求により期間の延長が認められている場合は、期間の進行が中断され、6 月

又は 10 月の期間に算入されない（商標法 66 条 3 項）。 

(c) 抗告状及び陳述書の写しについては、すべて他の当事者用の写しを添付しなけ

ればならない。抗告状及び当該問題に関係する動議を含む書面によるすべての陳

述書、又は抗告若しくは動議の取下の宣言は、他の当事者に職権により送達され

る。その他の書類は、職権による送達が命じられない限り、当該者に非公式に通

知されるものとする（商標法 66 条 4 項）。 

抗告については、料金表に規定する手数料を納付しなければならない（商標法

66 条 5 項）。 

(d) 抗告の対象である決定を行った当局は、抗告を十分理由があるものと判断する

場合は、その決定を修正する（商標法 66 条 6 項）。 

当該当局は、抗告手数料を返還すべきことを命ずることができる。ただし、異

                                                  
85 共通規則 18 規則の 3(4) 
86 共通規則 19 規則(1) 
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議申立て手続等、手続における他の当事者が抗告人に異議を申し立てている場合

は適用されない。 

抗告を受理したドイツ特許商標庁は、抗告が修正されない場合は、本案につい

て意見を付すことなく、1 月以内に事件を特許裁判所に移送しなければならない。

不服申立てに対する決定がない場合は、抗告を遅滞なく特許裁判所に移送しなけ

ればならない（商標法 66 条 6 項）。 

(e) 抗告については、法律的に資格を有する 3 人の構成員からなる特許裁判所の抗

告部が決定する（商標法 67 条 1 項）。 

特許裁判所は、公平と認められるときはその限りにおいて、適切な方法で主張

及び権利を守るために必要とされた範囲について、当事者が被った費用を含む手

続費用の全部又は一部を当事者の 1 人が負担するべき旨の決定を行うことができ

る。費用に関する決定が行われない場合は、各当事者は自己が被った費用を負担

するものとする（商標法 79 条 1 項）。 

特許裁判所の終局決定は、常に職権により当事者に送達される。申立を拒絶す

る又は法的救済を与える特許裁判所の決定には、その決定が根拠とする理由が述

べられなければならない（商標法 79 条 2 項）。 

 

4) 法律抗告 

(a) 抗告に関する特許裁判所の抗告部の決定に対する法律問題に基づく抗告は、抗

告部がその決定において当該法律抗告の提起を許可している場合において、連邦

司法裁判所に提起することができる（商標法 83 条 1 項）。法律抗告は、中止の効

果を有するので、保護の拒絶の効力は生じない。 

  法律抗告の決定については、ドイツ特許商標庁は、その決定について確認でき

る範囲で、当該締約国においてその標章が保護される商品及び役務を表示した更

なる声明を国際事務局に送付する87。また、決定により無効とされ、かつ、その無

効がもはや抗告の対象とならない場合には、その旨を国際事務局に通報する88。 

法律抗告は、次の何れかに該当する場合に承認されるものとする（商標法 83 条

2 項）。 

(i) 基本的に重要な法律問題を判断すべき場合、又は 

(ii) 法律の発展又は裁判手続の均一化のために、連邦司法裁判所の判断が必要とさ

れる場合 

(b) 法律抗告は、決定の対象となる（商標法 89 条 1 項）。 

その決定は、聴聞を行うことなく言渡すことができる。連邦司法裁判所は、そ

の決定を言渡すとき、抗告に係る決定において認定された事実に拘束される（商

                                                  
87 共通規則 18 規則の 3(4) 
88 共通規則 19 規則(1) 
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標法 89 条 2 項）。決定は、その根拠とする理由を述べなければならず、職権によ

り関係当事者に送達されるものとする（商標法 89 条 3 項）。 

(c) 抗告に係わる決定が破棄された場合は、当該事件は、更なる聴聞と決定を求め

て特許裁判所に差し戻されるものとする。特許裁判所は、破棄の根拠となった法

的意見に基づくその決定に拘束されるものとする（商標法 89 条 4 項）。 

複数の者が訴訟手続の当事者となっている場合は、連邦司法裁判所は、公平と

認められるときはその限りにおいて、適切な方法で主張及び権利を守るために必

要とされた範囲について、当事者が被った費用を含む手続費用の全部又は一部を

当事者の 1 人が負担するべき旨の決定を行うことができる。費用に関する決定が

なされない限り、各当事者は自己が被った費用を負担するものとする。（商標法 89

条 5 項）。 

 

（１１） 権利行使 
 ① 権利の発生時期、条件 

1) 商標の保護は、次のことから生ずるものとする（商標法 4 条）。 

(a) ドイツ特許商標庁に備える登録簿に商標として標識を登録すること。国際登録

の領域指定の場合には、国際登録日又は事後指定日に登録されたとみなされる（商

標法 112 条 1 項）。 

(b) 取引において標識を使用することにより、その標識が関係取引業界において商

標としての二次的意義を獲得している場合 

(c) パリ条約第 6 条の 2 にいう商標として広く認識されていること 

 

2) 商標の所有者には、その商標について排他的権利が与えられる（商標法 14 条 1

項）。 

(a) 第三者は、商標の所有者の同意を得ないで次の標識を取引上使用することを禁

止されるものとする（商標法 14 条 1 項、2 項）。 

(i) 商標が保護されている商品又は役務と同一の商品又は役務について、当該商標

と同一の標識 

(ii) 標識と商標との同一性又は類似性並びにその商標及び標識が対象とする商品

又は役務の同一性又は類似性のために、その標識と商標が関連があるものと思

わせる虞を含め、公衆の側に混同を生じさせる虞がある場合における当該標識 

(iii) 保護商標の対象である商品又は役務と類似しない商品又は役務について使用

される当該商標と同一若しくは類似する標識の場合で、当該商標がドイツにお

いて名声を得ており、かつ、正当な理由なくこのような標識を使用することが

当該商標の識別性又は名声を不正に利用し又は害するものであるときにおける

当該標識 
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(b) 禁止される商標の使用には、次のような行為が含まれる（商標法 14 条 3 項）。 

(i) 商品又はその梱包若しくは包装に当該標識を付すこと 

(ii) 当該標識の下に商品の提供を申出し、販売し又はこれらの目的のために商品

を保管すること 

(iii) 当該標識の下に役務を申出又は提供すること 

(iv) 当該標識の下に商品を輸入又は輸出すること 

(v) 営業書類又は広告に当該標識を使用すること 

 

(c) 特に、第三者が、商標所有者の同意を得ないで、取引の過程において、 

(i) 当該商標と同一若しくは類似する標識を梱包若しくは包装、又はラベル、値

札、縫込ラベル若しくはこれに類する標識媒体に付すこと、 

(ii) 当該商標と同一若しくは類似の標識を付した梱包、包装又は標識媒体の提供

を申出し、それらを販売し、又はこれらの目的のためにそれらを保管すること、

又は 

(iii) 当該商標と同一若しくは類似の標識を付した梱包、包装又は標識媒体を輸入

又は輸出することは、 

そのような梱包若しくは包装が、第三者の使用が禁じられている商品若しくは役

務の梱包若しくは包装のために使用され、又は標識媒体がかかる商品若しくは役

務の識別のために使用される虞が存在する場合には、禁止される。 

 

3) 取引上の表示の保護を取得することにより、その所有者には、排他的権利が与え

られるものとする（商標法 15 条 1 項）。 

 第三者は、保護されている取引上の表示と混同を生じさせる虞のある方法で、その

表示又は類似の標識を許可なく取引上使用することを禁止されるものとする（商標法

15 条 2 項）。 

取引上の表示がドイツにおいて名声を得ているものである場合、混同の虞がない

ときでも、正当な理由なく当該標識を使用することがその取引上の表示の識別性又

は名声を不正に利用し又は害するものである場合に限り、第三者は、当該取引上の

表示又は類似の標識を取引上使用することを禁止されるものとする（商標法 15 条 3

項）。 

 

4) 辞書、百科事典又はこれらと類似の出版物（電子データベースの販売又は電子デー

タベースへのアクセスを含む）における登録商標の複製が、当該商標がその登録に

係る商品又は役務についての普通名称であるとの印象を与える場合は、当該商標の

所有者は、その商標の複製と共にそれが登録商標である旨の表示を加えることをそ

れら出版物の発行者に要求することができる（商標法 16 条 1 項、3 項）。当該出版物
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が既に発行されている場合は、登録商標である旨の表示を当該出版物の次版から付

すよう求めることに制限されるものとする（同 2 項）。 

 

5) 商標又は取引上の表示の所有者は、第三者が次の各号に掲げるものを取引上使用す

ることを差し止めることができない。ただし、その使用が容認された道徳原理に反

さない場合に限る（商標法 23 条 1 項）。 

(a) 自己の名称又は住所 

(b) 当該商標又は取引上の表示と同一又は類似の標識であるが、商品又は役務の特徴

又は特性、特に、その種類、品質、用途、価格、原産地、商品の生産時期又は役

務の提供時期を表示しているもの 

(c) 特に、付属品若しくは部品としての製品又は役務の意図された用途を示すことが

必要な場合、当該の商標又は取引上の表示 

 

6) 消尽 

商標又は取引上の表示の所有者は、ドイツにおいて、欧州連合の構成国である他

の国において、又は欧州経済領域に関する条約の締約国である他の国において、当

該商標又は取引上の表示の下にその所有者自ら又はその同意により市場に出された

商品については、当該商標又は取引上の表示を使用することを差し止めることがで

きない（商標法 24 条 1 項）。 

商標又は取引上の表示の所有者が、上記のような商品を更なる商取引の対象とす

ることに異議を唱える正当な理由がある場合、特に、それら商品が一旦市場に出さ

れた後に商品の状態に変更若しくは劣化が生じている場合は、この限りでない（同

上 2 項）。 

 

 ② 侵害訴訟の提起（差止請求・損害賠償） 

1) 商標の所有者は、法令に違反して、自己が所有する商標を使用する者に対してそ

の使用の差止命令を求める訴えを連邦司法裁判所に提起することができる（商標法

14 条 5 項）。 

故意又は過失により侵害行為をした者は、その侵害行為により被った損害につい

て商標の所有者に賠償する責を負うものとする（商標法 14 条 6 項）。 

従業者又は権限のある代表者が営業施設内で侵害行為をした場合は、商標の所有

者はその営業施設の所有者に対してその使用の差止命令を求める訴えを起こすこと

ができ、また、従業者又は権限のある代表者が故意又は過失によりその行為をした

場合は、営業施設の所有者に対して損害賠償請求をすることもできる（商標法 14 条

7 項）。 
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2) 取引上の表示の所有者は、法令に違反して自己の取引上の表示又は類似の標識を

使用する者に対してその使用の差止命令を求める訴えを起こすことができる（商標法

15 条 4 項） 

故意又は過失により侵害行為をした者は、それによって被った損害について取引

上の表示の所有者に賠償する責を負うものとする（商標法 15 条 5 項）。 

従業者又は権限のある代表者が営業施設内で侵害行為をした場合については、商

標の場合と同じである（商標法 15 条 6 項）。 

 

3) 商標がその所有者の許可を得ないでその所有者の代理人又は代表者の名義で出願

又は登録された場合 

(a) 商標の所有者は、その代理人又は代表者に対して、商標の出願又は登録により

与えられる権利を譲渡するよう要求することができる（商標法 17 条 1 項）。 

(b) 商標の所有者は、自己が許可を与えている場合を除いて、その代理人又は代表

者が商標を使用することを差し止めることができる（商標法 17 条 2 項）。 

(c) 代理人又は代表者が故意又は過失によりかかる侵害行為をした場合は、それに

より被った損害について商標の所有者に賠償する責を負うものとする。従業者又

は権限のある代表者が営業施設内で侵害行為をした場合については、商標の場合

と同じである（商標法 17 条 3 項）。 

 

4) 破棄請求 

商標又は取引上の表示の所有者は、差止請求権を有する場合、侵害者が所持又は

所有している不正に標章を付した製品及びを破棄するよう要求することができる

（商標法 18 条 1 項）。ただし、製品の侵害の性質が別の方法で除去され得るもので

あり、かつ、破棄が個々の場合に侵害者又は所有者にとって不釣合であるときは、

この限りでない。 

侵害者が所有する装置であって、かつ、製品に標章を不正に付すためのみに又は

主にその目的のためのみに使用され又は使用を意図されているものについても同様

とする（商標法 18 条 2 項）。 

 

5) 情報の要求 

商標又は取引上の表示の所有者は、差止請求権を有する場合、不正に標章を付し

た製品の出所及び流通経路に関する情報を遅滞なく提供するよう侵害者に要求する

ことができる。ただし、このことが個々の場合に不釣合であるときは、この限りでな

い（商標法 19 条 1 項）。 

情報を提供するよう要求された者は、製品の製造者、供給者及びその他の前所有

者の名称及び住所、取引上の顧客又は本人の細目のほか、製造、配達、受領若しく
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は注文された製品の数量についても情報を提供しなければならない（商標法 19 条 2

項）。当該情報は、情報が提供される前に犯された行為に関して情報を提供するよう

要求された者等に対する刑事手続又は行政反則法に基づく手続において使用される

ときには、情報を提供するよう要求された者の同意を得なければならない（商標法

19 条 4 項）。 

 

  6) 出訴制限 

商標又は取引上の表示の所有者の権利の侵害に対する請求権は、その請求をする

者が侵害の事実及び侵害者を知った時から 3 年後に、また、これらのことを知った

か否かに係わりなく、侵害から 30 年後に出訴期限法の適用を受けるものとする（商

標法 20 条 1 項）。 

侵害者が、商標又は取引上の表示の所有者の負担で侵害によって利益を得ている

場合は、その侵害者は、出訴期限が終了した後であっても、不当利得の返還に関す

る規定に従いその利益を返還する責を負うものとする。 

 

7) 差止請求権等の喪失 

(a) 商標又は取引上の表示の所有者は、次の場合には差止請求権を行使することは

できない（商標法 21 条）。 

(i) 後に登録された商標が使用されていることを知りながら、その使用を継続して

5 年間黙認していた場合（後の商標が悪意で出願されたものである場合は、この

限りでない。）（同上 1 項） 

(ii) 周知商標、著名商標の使用、取引上の表示の使用、又はその他の後の権利の

使用を知りながら、かかる使用を継続して 5 年間黙認していた場合（これら後

の権利の所有者が悪意で取得したものである場合は、この限りでない。）（同上 2

項） 

(b) (a)の場合、後の権利の所有者は、先の権利の行使を差し止める権利は有さない。 

 

（１２） 議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い 
1) セントラルアタックにより国内出願に変更した際の取扱い 

(a) ドイツを領域指定している国際登録が、指定商品及び役務の全部または一部に

ついて、マドリッド協定議定書 6 条(4)に基づき本国官庁の通報により取り消され

た場合に、当該国際登録の名義人が、当該取り消された標章のドイツ国内出願へ

の転換についての出願を、国際登録簿から標章が取り消された日の後 3 月の期間

の満了前に必要な事項と共に、ドイツ特許商標庁に提出し、かつ受理された場合

は、当該取り消された国際登録の国際登録日（又は事後指定日、国際登録につい

て主張された優先権があれば、その優先日）が、ドイツ国内における権利の先後
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を決定する決め手となる（商標法 125 条 1 項）。 

請求を行う者は、国際登録簿における関係国際登録の取消前にその国際登録に

よる保護がドイツにおいて与えられていた標章及び商品又は役務を明らかにした

国際事務局の証明書を提出しなければならない（商標法 125 条 2 項）。 

これに加え、請求を行う者は、登録が求められている商品又は役務の一覧の翻

訳文を提出しなければならない（商標法 125 条 3 項）。 

転換の請求の手数料は、2009 年 3 月 9 日現在において、1 件 300 ユーロ、ただ

し、3 区分以上の区分については、1 区分 100 ユーロが加算される。団体商標の場

合には、1 件 900 ユーロで、3 区分以上の区分については、1 区分 150 ユーロが加

算される89。 

ドイツ国内に住所も居所も有さず営業所も有していない者が請求する場合には、

ドイツ特許商標庁並びに特許裁判所及び標識に関する民事訴訟手続における代理

を認められている弁理士又は弁護士を代理人として請求しなければならない（商

標法 96 条 1 項）。 

(b) 転換の請求は、その他のすべての点で標章の登録出願として扱われるものとす

る（商標法 125 条 4 項）。 

ただし、国際登録簿における標章の取消しの日に、1 年の保護の拒絶の期間が既

に満了していた場合であって、保護の拒絶又は事後的な保護の取消に関する手続

がその日に係属していない場合は、標章は、事前の審査をすることなく直接登録

される。当該標章の登録及び公告に対しては、異議申立てをすることはできない

（同上）。 

 

2) 代替の取扱い 

(a) 2007 年に国際事務局が行ったアンケート調査に対するドイツ特許商標庁の回

答によると、ドイツ国内法では特別の規定は設けられておらず、次のマドリッド

協定議定書の規定が直接適用されるということである。 

    「第 4 条の 2 国際登録による国内登録又は広域登録の代替 

(1) いずれかの締約国の官庁による国内登録又は広域登録の対象である標章が

国際登録の対象でもあり、かつ、その名義人が国際登録の名義人と同一であ

る場合には、当該国際登録は、当該国内登録又は広域登録により生ずるすべ

ての権利を害することなく、かつ、次の(i)から(iii)までの条件を満たすことを

条件として、当該国内登録又は広域登録に代替することができるものとする。 
                                                  
89 WIPOホームページ→IP Services→Madrid System for the International Registration of 
Marks→about Members→Information concerning National or Regional Procedures before 
IP Offices under the Madrid System→Germany→Miscellaneous  
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/de.html?part=misc 
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 (i) 国際登録による標章の保護の効果が第 3条の 3(1)又は(2)の規定に基づいて

当該締約国に及んでいること 

 (ii) 国内登録又は広域登録において指定されたすべての商品及び役務が当該

締約国に係る国際登録においても指定されていること。 

 (iii) (i)に規定する効果が国内登録又は広域登録の日の後に生じていること 

 

(2) (1)に規定する官庁は、求めに応じ、自己の登録簿に国際登録について記載

しなければならない。」 

 

(b) 上記アンケートによれば、ドイツ特許商標庁は、代替の申請があった場合には、

自己の登録簿に国際登録について記載し、国内登録を抹消する。セントラルアタ

ック等により国際登録が無効となっても、抹消された国内登録は復活しないが、

転換請求された場合には、元の国内出願が有していた優先権はすべて認められる

ということである。 

  なお、ドイツ特許商標庁が重複登録に気づいても、名義人からの請求がなけれ

ば、代替の記載等は行わないということである。 

ドイツ国内に住所も居所も有さず営業所も有していない者が請求する場合には、

ドイツ特許商標庁並びに特許裁判所及び標識に関する民事訴訟手続における代理

を認められている弁理士又は弁護士を代理人として請求しなければならない（商

標法 96 条 1 項）。 

 

（１３） 議定書に関する宣言 
    ドイツが宣言しているのは、国内法では商標ライセンスの記録を定めていないの

で、共通規則第 20 規則の(6)(a)に基づく国際登録簿のライセンスの記録は効力を有

しない旨の宣言のみである。 

 

（１４） ドイツに特徴的な制度 
  1) 先の登録商標、使用による周知商標、著名商標又は取引上の表示の所有者がある場

合においても、これらの者の同意を得ておけば、異議申立ては行われないので、商

標登録は認められる。異議手続において、異議申立人から同意を得た場合も、同様

である（商標法 51 条 2 項末文）。 

 

  2) 商標の他、会社の名称又は営業施設若しくは事業の特別な名称として取引上使用さ

れる標識である取引上の表示、名称に対する権利、個人の肖像権、著作権、植物の

品種名、原産地表示、他の産業財産による商標登録の取消しが認められる。 

  3) 共同体商標に、ドイツにおける登録商標に準じた保護が与えられている。 
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（１５）ドイツ特許商標庁ウェブサイト等から入手可能な情報 
①ドイツ商標検索システム 

参照アドレス：http://www.dpma.de/english/index.html （英語） 

（http://www.dpma.de/index.html（ドイツ語）） 

検索手順： 

 

 

 

 

 

 

 

手順 1： 
ドイツ特許商標庁（英語版）

のトップページ 
http://www.dpma.de/english/
index.htmlの 
「Trade Marks」をクリック

手順２： 
Trade Marks に関する 
各種解説ページ 
 
左枠内の「Search」を 
クリック 

手順３： 
Search に関する 
各種解説ページ 
 
右上枠内の Links 内の

「DPMA register」を 
クリック 

手順４： 
 DPMA register service 
 のページ 
 
３行に渡る選択肢中  
２行目の前半部 
「Marken」をクリック 
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手順５： 
Trade marks 検索モード

選択画面 
 
ここでは

「Einsteigerrecherche 
(Beginner's search)」を

選択してクリック。 
なお上級検索向けの
Expertenrecherche 
(Expert search)も 
用意されている。 

手順６： 
検索条件入力画面 
・Wiedergabe der Marke（Reproduction of the 

trade mark） 商標 
・Registernummer/Aktenzeichen（Register 

number/ File number） 出願/登録番号 
・Beginn Widerspruchsfrist（Start of opposition 

period）異議申立期間の開始日 
・Markenform（Type of mark）商標の種類 
・Anmelder/Inhaber（Applicant/Proprietor）
出願人/権利者 

・Klasse(n) Nizza（Class(es) Nice） 
ニース分類 

・Bildklasse(n) (Wien)（Class of figurative 
elements of marks）ウィーン図形分類 

・Waren/Dienstleistungen（Goods/Services）
 商品名/役務名 
 
検索結果の表示項目や件数を選択できる。 
Recherche Starten（Start search）ボタンを

クリックして検索開始。 

手順７： 
検索結果リスト表示画面 
 
番号をクリックすると各

商標の詳細が表示される。 
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②ドイツにおいて有効な指定商品・役務名を確認するサイト 

参照アドレス：（http://www.dpma.de/index.html（ドイツ語）） 

なお英語の検索サイトは不調で、現在使用できない。 

検索手順： 

 

 

 

 

 

 

手順 1： 
ドイツ特許商標庁の 
トップページ 
http://www.dpma.de/index.
htmlの「Service」を 
クリック 

手順３： 
Klassifikationen (分類)に関

する各種説明のページ 
 
左枠内の Klassifikationen 
の下に位置する 
「Nizza Klassifikation 
（ニース分類）」をクリック

手順２： 
各種業務案内のページ 
左枠内の「Klassifikationen」
をクリック 
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手順４： 
Nizza Klassifikation (ニース

分類)に関する各種説明の

ページ 
 
左枠内の 
Nizza Klassifikation の下に

位置する「Suche」を 
クリック 

手順５： 
Nizza Klassifikation (ニース分類)の検索 
ページ 
 
検索条件入力欄に入力し、 
ドイツ語は「deutschsprachige Version」
英語などは「mehrsprachige Version」を

選択して「Suchen/Finden」ボタンを 
クリック 
 
ここでは出版を意味するドイツ語の

「Veröffentlichung」を入力 

手順６： 
検索結果表示ページ 
入力したキーワードが含まれる 
分類が表示される。 
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